２０１５年７月３０日
障がい者差別解消に向けた実効性ある取り組みについて（議論の整理）
２　取組みの基本的な方向性について

（１）共生社会をめざして
挿入
障害者差別解消法は、国連の「障害者の権利に関する条約」を受けて制定されたもので、障がい者が社会参加するための社会的障壁を取り除き、その権利を保障することで、ともに生きていく共生社会をつくるための重要なルールである。
理由
障害者の権利という観点が必要である。
ツールではなくルールである。
３　相談、紛争の防止・解決の体制整備の具体的方策について

（１）地域・既存の相談機関等における解決を支援する仕組み
挿入
相談者が相談しやすいように、市町村の相談窓口と府の相談窓口と複数の相談窓口があったほうがよいという意見があった。
（府の広域専門相談員）
挿入
府の広域専門相談員の配置は、広域で市町村の相談窓口と連携したり、内容も難しく継続した相談に対応したりする場合が考えられることから、予算や人数の面で十分に対応できる体制の整備が必要である。
理由
必要な配置がなければ相談員がいても対応できない。
（対象事案の取り扱い）
「・一方で」

原案「区別しづらく、切り分けることができない」
修正「区別しづらく、合理的配慮がどこまでできるかにかかわって差別的取扱いにあたるかどうかということが多いことから切り分けることができない」

「・よって、対象事案の取り扱いは」
合理的配慮の不提供に関する対象事案か？
（３）地域・既存の相談機関等における解決の仕組み
挿入
・以上のことから、既存の相談窓口が障がい者のニーズに対応するとともに、差別に関する相談に対応できるようにすること、さらには既存の相談機関が連携して相談に対応していくことが求められる。
５　条例の必要性について

（３）条例制定の方向性
変更
部会の論議の整理として
・条例制定の必要性は、障害者差別解消法で求められる相談や紛争解決の仕組みを規定する必要がある。
・条例の内容として、障がい者差別解消法の内容を超える合理的配慮の義務化などについては慎重にすべき。

・権限の付与など事案を検討しながら慎重に検討する必要がある内容がある。
・条例制定の時期は、障がい者差別解消法の施行に合わせるべき。
の意見が多かった。
ここからは、まずは必要な条例を制定し、施行後の状況を踏まえてより充実させていく方向が考えられる。

変更
原案「適切に判断されたい。」
変更「部会における議論を踏まえて、条例の制定を検討されたい。」
理由
提言では「これまでの検討経過を十分に認識し、本報告書で提言した内容を実現すべく、取り組まれたい。」となっており、部会としての意向を表現する必要がある。
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